
うち県出資額

※１　減資前は2,685,000千円 ※２　株式の取得価格 ※３　現時点の発行株式数に対する県の持株比率

県以外の出資者

○国・市　　　　　　 900,000千円（35.0％）　　　(独)中小企業基盤整備機構  600,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東広島市　　　　 　　　　　　　300,000千円
○企業　　　　　　　 870,000千円（33.9％）　　　マツダ(株)　　　　　　　　　　  205,000千円
（自己株式取得前：985,000千円）　　　　　　　　中国電力(株)　　　　　　　　  100,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)広島銀行 　　　　　　　　 100,000千円　ほか

設立目的 頭脳立地構想に基づく県内産業の技術高度化を支援する中核的施設の設置・運営

業務概要
１　研究開発支援事業（貸室・研究開発機器の賃貸、技術情報提供等）
２　人材育成支援事業（技術研修、ＥＭＣ対策技術研修の実施等）
３　産学官交流促進事業（各研究会事務局として講演会の開催等）

区　分 役職員数 備　考

備　考

取 締 役 石突　裕樹 監 査 役 大原　一也

（３）組織の概要

取 締 役 梅田　泰生 商工労働局長（兼）産業政策審議官 常勤監査役 山藤　哲也 常勤

取 締 役 細谷　直美 監 査 役 國久　政則

代表取締
役 専 務

小早川　一英 常勤 取 締 役 田口　裕以

常務取締役 山田　秀樹 常勤 取 締 役 小早川　孝

役 職 氏　　名 県職員である者 備考 役 職 氏　　名 県職員である者 備考

代表取締
役 社 長

菊間　秀樹 常勤 取 締 役 桑原　立人

常 勤 職 員 数 １９ 人 ０ 人 １ 人 １８ 人

非 常 勤 役 員 数 ８ 人 １ 人 ０ 人 ７ 人

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ４ 人 ０ 人 ２ 人 ２ 人

基本財産等の額 １００，０００千円（※１） ８００，０００千円（※２） 県出資比率 ３１．１％（※３）

（２）役・職員の状況

出資法人経営状況説明書

１　法人の概要（令和７年６月23日現在）

（１）基本情報

法人の名称 株式会社広島テクノプラザ 所 管 課 商工労働局中小企業支援課

所 在 地 広島県東広島市鏡山三丁目13-26 設立登記 平成2年4月26日

※ 部長、センター長を

含む

ＥＭＣ担当（11人）※

機械・材料試験、

分析担当（１人）※

総務・施設管理担当

（５人）※

研修担当（２人）※

企 画 管 理 部 長

常勤監査役

代表取締役社長

代表取締役

専務
常務取締役 ＥＭＣセンター長

測 定 分 析 部 長

研 修 部 長



 （１）事業計画 （単位：千円）

（２）予想損益計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

378,445 356,355 22,090

電気自動車用部品対応電波暗室（Ｅチャンバー）運営に要する経費の増等

営業利益

経常利益

当期純利益（損失）　　　   　 ⑫=⑩-⑪ 25,260 33,297 ▲8,037

税金等調整前当期純利益　 ⑩=⑦+⑧-⑨ 35,455 46,315 ▲10,860

法人税等　　　　　      　　　　       　　　⑪ 10,195 13,018 ▲2,823 収益減による法人税の減

特別利益　　　　 　　　　　⑧ 0 0 0

特別損失　　  　 　　　　　⑨ 0 0 0

営業外費用　　　　　　　　⑥ 200 200 0

　　計　　　⑦＝④+⑤-⑥ 35,455 46,315 ▲10,860

　　計　　　④＝①-②-③ 31,555 44,045 ▲12,490

営業外収益　　　　　　　　⑤ 4,100 2,470 1,630 受取利息の増

売上原価　　　　　　　　　 ② 305,836 286,269 19,567 Ｅチャンバー運営経費の増

販売費・一般管理費　　　③ 72,609 70,086 2,523 人件費の増

区　分 令和７年度 令和６年度 増　減 主な増減理由

売上高　　　　　　　　　　　① 410,000 400,400 9,600 EMC事業売上の増

2 人材育成支援事業
・技術研修講座の実施
・ＥＭＣ対策技術研修の実施

3 産学官交流促進事業
・広島県ＥＭＣ研究会や広島県音・振動技術研究
　会等の事務局として、技術講習会・講演会等を
　開催

合計 378,445 356,355 22,090

 【特記事項】

２　令和７年度事業計画

事業名 事業内容 令和７年度 令和６年度 増　減

1 研究開発支援事業 
・貸室や研究開発機器（ＥＭＣ試験設備等）の
　賃貸
・県内中小企業等への適切な技術情報提供



３　令和６年度事業報告

（１）事業報告 （単位：千円）

（２）損益計算書　 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（３）貸借対照表 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

資産

負債

純
資
産

355,024 326,932 28,092

Ｅチャンバー運営費の増（14,837千円）、研修経費の増（6,805千円）等

営業利益

経常利益

負債・純資産　合計　③=①+② 2,097,572 2,124,747 ▲ 27,175

評価・換算差額等 ▲ 85,824 ▲ 85,824 0

純資産　計　　② 2,051,801 2,044,142 7,659

資本金 100,000 100,000 0

剰余金（累積欠損金）等 2,037,625 2,029,966 7,659

固定負債 21,541 22,181 ▲ 640

負　債　　計　　① 45,770 80,605 ▲ 34,835

資　産　　計 2,097,572 2,124,747 ▲ 27,175

流動負債 24,229 58,424 ▲ 34,195 未払金の減

流動資産 799,145 839,842 ▲ 40,697 現金預金等の減

固定資産 1,298,426 1,284,905 13,521 工具器具備品等の増

当期純利益（損失）　　　   　 ⑫=⑩-⑪ 15,369 ▲ 1,847 17,216

区　分 令和６年度末 令和５年度末 増　減 主な増減理由

税金等調整前当期純利益　 ⑩=⑦+⑧-⑨ 24,519 ▲ 870 25,389

法人税等　　　　　      　　　　       　　　⑪ 9,150 977 8,173

特別利益　　　　 　　　　　⑧ 0 0 0

特別損失　　  　 　　　　　⑨ 0 0 0

営業外費用　　　　　　　　⑥ 224 91 133

　　計　　　⑦＝④+⑤-⑥ 24,519 ▲ 870 25,389

　　計　　　④＝①-②-③ 21,755 ▲ 3,196 24,951

営業外収益　　　　　　　　⑤ 2,988 2,416 572

売上原価　　　　　　　　　 ② 284,954 257,318 27,636 Ｅチャンバー運営費、研修経費の増

販売費・一般管理費　　　③ 70,069 69,613 456

28,092

 【特記事項】

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

売上高　　　　　　　　　　　① 376,779 323,736 53,043 EMC事業売上の増

1 研究開発支援事業 
・貸室や研究開発機器（ＥＭＣ試験設備等）の賃貸
・県内中小企業等への適切な技術情報提供

2 人材育成支援事業
・技術研修講座の実施
・ＥＭＣ対策技術研修の実施

3 産学官交流促進事業
・広島県ＥＭＣ研究会や広島県音・振動技術研究
　会等の事務局として、技術講習会・講演会等を
　開催

合計 355,024 326,932

事業名 事業内容 令和６年度 令和５年度 増　減



（４）株主資本等変動計算書 （単位：千円）

（５）県からの財政的支援 （単位：千円）

利益剰余金

委託料
・西部工業技術センター生産技術アカデミー保守（1,553千円）

・車載用機器の開発需要が回復し、令和６年度の経常損益は黒字となった。令和６年度は広島大学と整備する高電圧対
応電波暗室（Ｅチャンバー）の運用を９月から開始した。
・同社の経営健全化の進展にあわせて、有償貸付け（1/2減免）の県有地を、平成３０年度から減免措置無しとして貸付
けを行っている。
・「中期経営計画～Growing with Global Trends～」に基づき、令和６年度から令和８年度までの間、「お客様第一主
義」による価値向上、「最高の技術サービス」の実現、「ブランド力」の強化の３つの基本姿勢のもと、経営基盤の拡
大と安定の実現に努めている。

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0

 【県の財政的支援の目的・内容等】

（６）経営健全化計画の推進状況など特記事項

借入金残高（期末残高） 0 0 0

債務保証額（期末残高） 0 0 0

その他（追加出資等） 0 0 0

合　計 1,553 1,461 92

委託料 1,553 1,461 92

貸付金 0 0 0

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

補助金等 0 0 0

評価・換価差額等　　 　⑤ ▲ 85,824 ▲ 85,824 0

純資産合計　   　　⑥=④+⑤ 2,051,801 2,044,142 7,659

   計　③ 249,522 241,863 7,659

株主資本合計　  ④=①+②+③ 2,137,625 2,129,966 7,659

圧縮積立金 0 0 0

繰越利益剰余金 243,765 236,877 6,888

資本剰余金　　　　　　　② 1,788,103 1,788,103 0

利益準備金 5,756 4,985 771

資本金　　　　　　　　　① 100,000 100,000 0

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由



（単位：千円）

科　　目 令和６年度決算 A 令和５年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　売上高

　　　　　貸室事業 89,543 91,438 ▲ 1,895

　　　　　貸会議室事業 7,644 7,097 547

　　　　　宿泊事業 30,093 29,219 874

　　　　　EMC事業 191,396 150,594 40,802

　　　　　測定分析事業 21,831 19,294 2,537

　　　　　研修事業 34,857 24,760 10,097

　　　　　施設管理受託事業 1,412 1,329 83

      　売上高合計 376,779 323,736 53,043

Ⅱ　売上原価 284,954 257,318 27,636

　　　売上総利益 91,825 66,417 25,408

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　　　 役員報酬 12,616 10,303 2,313

　　　　 給与手当 16,919 19,065 ▲ 2,146

　　　　 賞与 3,886 3,175 711

　　　　 法定福利費 4,196 4,011 185

　　　　 退職給付費用 745 596 149

　　　　 福利厚生費 609 401 208 　

　　　　 旅費交通費 943 1,051 ▲ 108

　　　　 通信費 501 933 ▲ 432

　　　　 交際費 0 0 0

　　　　 減価償却費 15,097 15,102 ▲ 5

　　　　 地代家賃 2,041 1,975 66

　　　　 リース料 0 0 0

　　　　 保険料 156 138 18

　　　　 修繕費 837 338 499

　　　　 水道光熱水費 4,450 4,101 349

　　　　 燃料代 37 42 ▲ 5

　　　　 消耗品費 1,577 2,192 ▲ 615

　　　　 租税公課 3,440 3,513 ▲ 73

　　　　 保守費 0 0 0

　　　　 広告宣伝費 0 0 0

　　　　 支払手数料 1,542 2,114 ▲ 572

　　　　 諸会費 152 155 ▲ 3

　　　　 新聞図書費 132 134 ▲ 2

　　　　 貸倒引当金繰入 0 50 ▲ 50

　　　　 会議費 71 89 ▲ 18

　　　　 雑費 112 127 ▲ 15

      　販売費及び一般管理費合計 70,069 69,613 456

　　　営業利益 21,755 ▲ 3,196 24,951

Ⅳ　営業外収益

　　　　　受取利息 2,303 1,818 485

　　　　　雑収入 684 598 86

　　　　営業外収益合計 2,988 2,416 572

Ⅴ　営業外費用

　　　　　雑損失 224 91 133

　　　　　支払利息 0 0 0

　　　　営業外費用合計 224 91 133

　　　経常利益（損益） 24,519 ▲ 870 25,389

Ⅵ　特別損失 0 0 0

　　　　　固定資産除却損 0 0 0 　

　　　　特別損失合計 0 0 0

　　　税引前当期純利益（損益） 24,519 ▲ 870 25,389

　　　法人税、住民税及び事業税 9,150 977 8,173

　　　当期純利益 15,369 ▲ 1,847 17,216

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。

４　損益計算書の内訳



（単位：千円）

科　　目 令和６年度決算 A 令和５年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　資産の部

　１  流動資産

　　　　　現金預金 730,666 775,992 ▲ 45,326  

　　　　　売掛金 61,381 41,686 19,695  

　　　　　立替金 154 0 154  

　　　　　前払費用 3,511 6,186 ▲ 2,675  

　　　　　未収収益 1,359 892 467  

　　　　　未収入金 2,073 2,115 ▲ 42

　　　　　未収還付法人税等 0 8,379 ▲ 8,379

　　　　　未収消費税等 0 4,589 ▲ 4,589  

　　　　流動資産合計 799,145 839,842 ▲ 40,697  

　２  固定資産  

　（１）有形固定資産  

　　　　　建物 683,271 705,777 ▲ 22,506  

　　　　　建物附属設備 343,649 334,498 9,151

　　　　　構築物 15,776 17,225 ▲ 1,449

　　　　　機械装置 0 0 0

　　　　　車両運搬具 324 0 324

　　　　　工具器具備品 132,044 82,022 50,022

　　　　　建物仮勘定 0 39,980 ▲ 39,980

　　　　有形固定資産合計 1,175,066 1,179,504 ▲ 4,438  

　（２）無形固定資産  

　　　　　電話加入権 273 273 0  

　　　　　ソフトウェア 3,070 5,111 ▲ 2,041

　　　　無形固定資産合計 3,344 5,384 ▲ 2,040  

　（３）投資その他の資産  

　　　　　投資有価証券 120,000 100,000 20,000  

　　　　　出資金 6 6 0

　　　　　預託金 10 10 0

　　　　投資その他の資産合計 120,016 100,016 20,000  

　　　　固定資産合計 1,298,426 1,284,905 13,521  

　　　　資産合計 2,097,572 2,124,747 ▲ 27,175  

Ⅱ　負債の部  

　１  流動負債  

　　　　　未払金 4,717 50,431 ▲ 45,714  

　　　　　預り金 3,002 3,526 ▲ 524  

　　　　　未払法人税等 8,869 188 8,681  

　　　　　未払消費税 4,905 0 4,905  

　　　　　前受金 2,734 4,277 ▲ 1,543  

　　　　流動負債合計 24,229 58,424 ▲ 34,195  

　２  固定負債  

　　　　　預り敷金 10,394 12,822 ▲ 2,428

　　　　　退職給付引当金 11,146 9,358 1,788  

　　　　固定負債合計 21,541 22,181 ▲ 640  

　　　　負債合計 45,770 80,605 ▲ 34,835  

Ⅲ　純資産の部  

　１  株主資本  

　（１）資本金 100,000 100,000 0  

　（２）資本剰余金  

　　　　　その他資本剰余金 1,788,103 1,788,103 0  

　　　　資本剰余金合計 1,788,103 1,788,103 0  

　（３）利益剰余金  

　　　　　利益準備金 5,756 4,985 771  

　　　　　繰越利益剰余金 243,765 236,877 6,888

　　　　利益剰余金合計 249,522 241,863 7,659  

　（４）自己株式 ▲ 85,824 ▲ 85,824 0  

　　　　株主資本合計 2,051,801 2,044,142 7,659

　　　　純資産合計 2,051,801 2,044,142 7,659  

　　　　負債及び純資産合計 2,097,572 2,124,747 ▲ 27,175  

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。  

５　貸借対照表の内訳


